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令和 6年度第 1回 習志野市公共施設等再生推進審議会 会議録 

 

1 開催日時 令和 6 年 7 月 22 日（月曜）１0：00 から１2：00 まで 

2 開催場所 市庁舎 5 階 5-3 会議室 

3 出席者 【 委 員 】 廣田 直行委員（会長）、磯野 綾委員（副会長）、 

倉斗 綾子委員、西尾 真治委員、小田部 匠委員、 

新澤 美佳委員 以上 6名 

 【 事 務 局 】 政策経営部 部長 菅原 優 

次長 三角 寿人 

  資産管理室 室長 塩川 潔 

  資産管理課 課長 青野 孝幸、主幹 三代川 昌弘、 

係長 原 晶仁、主査 椎名 優貴、 

副主査 青田 圭弘 

 【 関 連 課 】 施設再生課 課長 大伯 祐一、主幹 三橋 晃 

4 日程 開会 

第 1 会長の選出 

第 2 副会長の選出 

第 3 会議の公開 

第 4 会議録の作成等 

第 5 会議録署名委員の指名 

第 6 諮問 

第 7 協議 

（1）習志野市の公共施設等再生のこれまでの取り組みについて 

（2）習志野市の公共施設等再生の現状と課題について 

（3）習志野市公共施設等総合管理計画及び第 3次公共建築物再生計画（案） 

について 

第 8 その他（事務連絡等） 

閉会 

5 会議資料 次第 

名簿 

諮問書 

資料 1 習志野市 公共施設等再生のこれまでの取り組み 

資料 2 第 2 次公共建築物再生計画に基づく事業費と事業費見込み額（令和 4年 

度決算ベース）の比較 

資料 3 令和 6 年度 劣化状況調査（6 月調査分） 

資料 4 第 3 次公共建築物再生計画における目的・目標・基本方針について（骨 

子案抜粋） 

資料 5 第 3 次公共建築物再生計画策定における検討事項 

資料 6 習志野市公共施設等総合管理計画（骨子案） 

資料 7 第 3 次公共建築物再生計画（骨子案） 
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6 議事内容 

開会 

日程に入る前に、委員の出席数が「習志野市公共施設等再生基本条例施行規則」により定められた

要件を満たしていることから、本会議の成立を確認した。 

 

日程第 1 会長の選出 

同規則第 3条第 1項の規定により、会長の選出は委員の互選によることとされており、互選の方法

として指名推薦とし、廣田委員が会長となることが可決された。 

 

日程第 2 副会長の選出  

同条の規定により、副会長の選出は委員の互選によることとされており、互選の方法として指名推薦

とし、磯野委員が副会長となることが可決された。 

 

日程第 3 会議の公開  

 「習志野市審議会等の設置及び運営等に関する指針」により、本会議は原則公開とし、内容により公

開・非公開の判断が必要となった際は、その都度諮ることとした。 

 

日程第 4 会議録の作成等  

 会議録については「要点筆記とし、会議名、開催日時、開催場所、出席者氏名、審議事項、会議内

容、発言委員名及び所管課名を記載したうえで、非公開の審議事項を除く記録について、市ホームペ

ージ及び市役所グランドフロアの情報公開コーナーにおいて、公開する。」ことで、可決された。 

 

日程第 5 会議録署名委員の指名 

 会長から倉斗委員と小田部委員が指名された。 

 

日程第 6 諮問 

 市長から会長へ諮問書が手交され、市長挨拶後、退席。 

 

日程第 7 協議  

（1）習志野市の公共施設等再生のこれまでの取り組みについて 

西 尾 委 員 ： 習志野市は、国よりも早く公共施設再生の取り組みを進めていたこともあり、公

共施設再生計画（第 2 次公共建築物再生計画（以下「再生計画」という。））と公共

施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」という。）が重複しているように見え

る。 

今回は、このふたつの計画改訂に対する諮問であるが、各計画の関係性につ

いて伺う。 

青野資産管理課長： 

 

 

 

 

平成 26 年度に、総務省から学校施設、社会福祉施設等の建築物だけでなく、

道路、清掃工場、ガス、上下水道等のインフラ・プラント系施設の全体を含めた計

画策定と施設類型ごとの個別施設計画策定の指示があった。 

いずれの計画も、基本的な考え方に大きな差はないが、総合管理計画は公共

建築物の他にインフラ・プラント系施設を含めた計画であり、再生計画は公共建築
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西 尾 委 員 ： 

 

 

 

青野資産管理課長： 

西 尾 委 員 ： 

青野資産管理課長： 

西 尾 委 員 ： 

 

 

 

 

 

廣 田 会 長 ： 

 

 

物すべてを取りまとめた個別施設計画である。 

総合管理計画はインフラ・プラント系を含めた基本的な考え、取り組みの方向性

を示した計画。再生計画は、建築物のみを対象とした個別施設計画であると理解

した。 

では、インフラ系の個別施設計画はどの様に示すのか。 

所管部局で作成をしている。 

インフラ系は、今回審議の対象ではないのか。 

その通りである。 

整理については理解をしたが、総合管理計画はインフラ・プラント系施設を含め

た、習志野市すべての公共施設を管理するにはどの様にするのかといった観点か

ら全体を見る必要があり、建築物のみを見るだけで良いとはならない。 

総合管理計画と建築物、インフラ・プラント系施設の個別施設計画は一体的に

捉えて検討する必要があり、わかりやすさの観点からも一体的に整理することで

齟齬が出ないと考える。 

習志野市は、総務省からの計画策定指示の前に公共施設再生計画を策定して

いたが、この計画は現在の再生計画。総務省が示す計画名称など重複する部分

があることで理解しづらくなることは問題であると考える。市民との合意形成をする

上でシンプルであることが必要。 

  

（2）習志野市の公共施設等再生の現状と課題について  

西 尾 委 員 ： 

 

 

 

 

青野資産管理課長： 

 

西 尾 委 員 ： 

 

青野資産管理課長： 

廣 田 会 長 ： 

青野資産管理課長： 

倉 斗 委 員 ： 

 

 

 

青野資産管理課長： 

 

 

 

 

第 2 期計画期間の事業実績（資料 7 12 頁）の「おおむね計画通り実施」が

79.3%の結果について、思っていたよりも高いと感じた。 

しかしながら、事業費は計画を大幅に上回っており、事業の実施割合が高いこ

とに疑問を抱いた。実施割合は、件数ベースで算出していると思うが、事業費ベー

スで実施割合のデータはあるか伺う。 

資料 2 において、第 2 期計画期間での各年平均事業費は 38 億 5 千万円に対

して、見込み額は 46 億 2 千万円であり、計画よりも増加すると推察される。 

件数ベースでの高い達成率は、計画を上回る事業費の執行によって出された値

ということか。 

その通りである。 

債務が増えている状況ということか。 

地方債、基金が計画よりも増加している状況である。 

資料 7 12 頁 図表 1-10 の実施内容「C（一部実施）」、「D（未実施）」になった

理由について伺う。 

また、前倒しして実施した事業は、本来予定していた時期にはその分の事業費

が発生しないとの理解で良いか伺う。 

実施内容「C（一部実施）」、「D（未実施）」の理由については、計画事業費よりも

実際の事業費が大幅に増加したことで、予算の確保が困難であったことや、改修

等の必要性を再検討したことで実施を見送ったケースがある。 

例えば、旧国民宿舎しおさいは、一部実施の区分となっているが、市外の施設

で公共サービスを提供する施設ではないこともあり、検討した結果、大規模改修を
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倉 斗 委 員 ： 

 

青野資産管理課長： 

倉 斗 委 員 ： 

 

 

 

 

青野資産管理課長： 

磯 野 副 会長 ： 

 

 

 

青野資産管理課長： 

 

 

 

 

 

 

磯 野 副 会 長 ： 

 

 

 

 

 

青野資産管理課長： 

 

 

西 尾 委 員 ： 

 

 

青野資産管理課長： 

 

 

実施せずに部分的な改修のみを実施しており、未実施の藤崎小学校は財政状況

を鑑み、事業実施を見送ったものである。 

また、事業実施の前倒しによる事業費の増減については、現在検討段階にある

ため、実績として示すことはできないが、総合教育センターは 4期から 3 期へ前倒

しを検討しており、事業費についても前倒しに応じた事業費の表記とないってい

る。 

第 4 期は、現状の工事価格等上昇の推移から算出し、今後更に上昇する場合

には事業費は増加するということか。 

その可能性はある。 

資料 7 12 頁 図表 1-11 のとおり、第 1 期計画の実績では一部実施の内容と

してトイレ改修の先行実施があったが、当時の議論で改修・改築時にトイレまで取

り壊してしまっては事業実施の前倒しにはならいないのではないかと議論をした記

憶がある。 

図表 1-10 では、その様な事業はないとの認識で良いか。 

その様な事業の前倒しは予定していない。 

資料 7 13 頁《計画の事業費に比べ実際の事業費が大幅に増加した主な要因》

に増加要因が記載されているが、学校改築工事費の増加は、法令の改正等に基

づき規模を拡大したことによる事業費の増加なのか。学校周辺の児童数が増えた

など地域特性が要因の事業費増加なのか。 

学校の建替えにおいて、特別支援教室、放課後児童会に使用するため、教室

数が増えたことは地域特性によるものと捉えている。 

また、建具の改修においては、計画では 50％実施するところ、状況をみると

100％実施になっていることや建物内部の床、壁、天井が計画では 70％実施する

ところが全面実施している状況である。 

なお、エレベーターの設置については、国の指針等に基づき対応をしているとこ

ろである。 

法令等に基づく内容の場合には、施設全体に波及するため、この内容を踏まえ

た事業費の算出がされていると思うが、地域特性等による事業費の増加は都度に

なるため全体には波及しないだろうということで確認をした。 

資料 2 の令和 10 年度の事業費が突出していることについて、習志野文化ホー

ルの負担金として資料作成の便宜上当該年度にまとめていることは承知している

が、現状では何年に分けることを想定しているのか伺う。 

この表では、比較をするため 1期ごとの期間を 6年としているが、8 年に改める

検討がされている。この 8年の中に収めることも想定されるが、現段階では未確

定である。 

資料 2 事業費見込み額の前提条件に増減率 1.17 を加味する旨の記載につい

て、建築単価、材料費の高騰によるものと理解するが、増減率が少ないように感じ

る。 

増減率については、実績を基に算出をしているため記載のとおりであるが、今

後の上昇分までは見込んでおらず、更に増減率が上がり事業費が増加する可能

性はあると考えている。 
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西 尾 委 員 ： 

 

 

青野資産管理課長： 

 

西 尾 委 員 ： 

 

倉 斗 委 員 ： 

 

 

青野資産管理課長： 

 

 

 

 

倉 斗 委 員 ： 

青野資産管理課長： 

 

 

 

 

 

 

廣 田 会 長 ： 

 

 

 

 

塩川資産管理室長： 

 

廣 田 会 長 ： 

 

青野資産管理課長： 

 

 

 

資料 3 について、大規模改修等実施済みの施設は状況が改善しているが、未

実施の施設は劣化が進み、今後の更なる事業費増加の要因になり得ると理解す

れば良いか。 

現状と課題をお示しする上で、事業費が増加している課題の他に、施設の老朽

化状況、安全性確保の必要性についても把握していただきたく説明をした。 

承知した。 

安全性を確保するためには、更に事業費が増加すると考えられる。 

資料 3 について、藤崎小学校、総合福祉センターの D評価が多く外壁、屋根の

構造部分に劣化が出てきている状況において、建て替えの記載がないのは予定

がないということか。 

藤崎小学校は、現行計画の第 2期で長寿命化改修を予定していたが、財政状

況を鑑み実施を見送った施設である。 

総合教育センター、総合福祉センターは、中間見直しにおいて、第 3期（令和

7、8 年度）に着手することで検討をしている。 

なお、資料 2事業費見込み額には前倒しすることで事業費を算出している。 

今回の計画策定では、施設の再編は検討しないのか。 

現行の計画において、施設の複合化、多機能化の推進について位置付けてい

る。 

今回の策定案では、事業実施の前倒しの他、総合教育センターの老朽化が著

しく、前倒しを想定している。その際には、周辺の東習志野図書館、東習志野コミュ

ニティセンター、実花公民館の機能を合わせた複合化施設、多機能施設とすること

を位置付けている。 

次期計画においても、この考えは引き継ぐことで検討をしている。 

建具、建物内部の改修で計画を上回る実施があった様だが、現場を見て他の

場所も改修が必要と考えるのは当然である。この実施有無の判断はどの部署が

するのか。 

また、計画を策定する上で、財源ベースと現場ベースのどちらで計画を進める

のか伺う。 

当時、本市では長寿命化改修工事の実績がなかったため、事業費の算出に試

行錯誤をしていた時期である。このことから、計画と乖離が生じた経緯がある。 

今後の計画では、総量圧縮の必要性が大きくなると思うが、その認識はある

か。 

現在の財政状況を考えれば、総量圧縮の重要性は認識している。 

総合教育センター同様、複合化や適正な維持管理の実施が必要であり、新たに

整備する施設は、事業費抑制に努め、総量圧縮の考えを強く持たなくてはならな

い。 

  

（3）習志野市公共施設等総合管理計画及び第３次公共建築物再生計画（案）について 

新 澤 委 員 ： 

 

大伯施設再生課長： 

建物内部のデザインやレイアウト、各階の使い方などはどのように決定するのか

伺う。 

大規模な改築工事になると、構造計算など専門性の高い内容が多いことから一
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青野資産管理課長： 

 

 

 

廣 田 会 長 ： 

 

 

 

青野資産管理課長： 

 

廣 田 会 長 ： 

 

定の資格が必要である。 

本市においては、民間の建築設計事務所に業務委託をしており、教育施設であ

れば教育委員会など施設所管課と営繕業務を担当する施設再生課の 3者で教育

委員会の教育方針に適合したデザイン、レイアウト、コスト面、耐久性を考慮して

協議の上決定している。 

資料 5 検討事項 1 では、コンクリート圧縮強度を文部科学省発出の手引きに合

わせることで検討事項 2耐用年数を 80 年とするということだが、この耐用年数は

概ね建築後 45 年程度のタイミングに、長寿命化改修を実施することで耐用年数を

30 年延ばすといった内容である。 

資料 3 では、建築後 45 年を経過している施設が多くあるが、これらの施設につ

いては検討事項 1、2 が適用されるのか伺う。 

建築後 45 年を経過した施設でも、大規模改修を実施することで耐用年数を 80

年まで延ばすことで考えている。 

文部科学省発出の手引きでは、概ね建築後 45 年時点のコンクリート圧縮強度

13.5N／㎟を定めており、建築後 45 年以上の施設に同様の値を適用するのは問

題ないのか。 

文部科学省では、個別に判断する旨の記載があることから、本市の施設におい

ても個別に判断したいと考えている。 

原則耐用年数 80 年としているが、老朽化の状況により改修にメリットがないと判

断されれば、異なる手法を選択するといった柔軟な対応をとる考えも残したい。 

コンクリート圧縮強度の基準を 13.5N／㎟にすることについて、元々は耐震強度

の基準 20N／㎟を採用していたが、文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策

定の手引」に沿った考えに改めるということか。 

その通りである。 

現行の計画では、コンクリート圧縮強度の値を「公立学校建物の耐力度調査実

施要領」を参考にしているが、計画改定に伴い「学校施設の長寿命化計画策定の

手引」の値を参考に変更しようとするものである。 

事業費削減を目的とした変更と感じるが、計画策定にあたり、整理する中で変更

するということか。 

計画策定に向け、どの根拠を用いるかといった点が難しい部分であるが、他の

自治体を調査したところ、大半が「学校施設の長寿命化計画策定の手引」を参考

にしているようである。 

本市においても、この指針を参考とすることが最適と判断した。 

資料 5 の検討事項 1から 5 については、次回も継続協議とするのか、資料のと

おり認めるのかどちらか伺う。 

この検討事項は、非常に重要な部分であるため、次回も協議が必要と考える。 

事務局の考えを伺う。 

検討事項を取り入れた素案を作成し、各委員からの意見を反映したいと考えて

いる。 

この検討事項は、非常に大きな方向性を示すものである。 

いくつか建築学会の基準を参考にしているようだが、建築物は建築した時点で
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青野資産管理課長： 

 

 

西 尾 委 員 ： 

 

 

 

 

 

 

 

倉 斗 委 員 ： 

 

 

 

 

 

 

 

 

磯 野 副 会 長 ： 

 

 

 

 

 

廣 田 会 長 ： 

 

青野資産管理課長： 

 

劣化が始まるものであり、優良化更新（劣化の進行を止めるための更新）の必要

性を提言したところである。 

優良化更新、安全性の確保、財源確保のための基準見直しは、それぞれ異なる

ベクトルであり、このまま素案を作成することは早いと感じる。 

今回、再生計画の目的には公共サービスの継続的に提供することを挙げている

が、活動場所を見直す考えもあるのではないか。 

サービスの提供と継続性について議論をせずに、コンクリート圧縮強度の基準

見直しをすることは話が飛躍していると感じる。 

可能であれば目的について、サービスの継続、事業費 20％圧縮をメーンに他の

可能性を探す議論が必要だと考えるがいかがか。 

ご指摘のとおり、非常に重要な視点であると認識している。 

ご指摘の内容について検討すると共に、状況によっては再度審議会の開催に向

けて事務局で調整をする。 

目的・目標・基本方針に遡って議論する必要性を感じる。 

現行の計画では、事業費が増加しながらも約 8割事業実施を達成したとの評価

で良いが、このまま継続することは困難であるため、現行計画を時点修正するだ

けではなく新たな取り組み内容を掲げる必要性が示されたと感じている。 

基本方針 1の、「長寿命化と質的向上の推進」については、質の向上を推進す

るというよりは、適正な質を担保するといった基本方針の書き方に変更すること

や、基本方針 2の「複合化・多機能化の推進と保有総量の圧縮」では、今まで以

上に推進することが必要である旨の記載を検討した方が良い。 

資料 5 について、事業費を抑制するために緩和方向での基準を適用しているよ

うに受け取られてもおかしくはない。表現の意図は別として、その様な感情を持つ

ことは市民の信頼を損なうものではないか。 

また、検討事項 1、2 の適用施設について、施設の状況によって個別に判断する

場合がある旨の説明があったが、判断基準が曖昧なことについて市民が不安を感

じるのではないかとの印象を受けた。慎重に進める必要がある。 

資料 4 基本方針の、複合化・多機能化の推進など資料全体が建設費の高騰に

よるものだと表現されている。建設費の高騰は一因であるが、数十年経てば状況

も変化するので、総合的な観点で理由を考える必要がある。 

現行の計画では、地区別人口減少の推移や全市利用施設（全市民が利用する

施設）、地域利用施設（主に地域の市民が利用する施設）を示すことで、中長期的

な視点に基づく将来のまちづくりの展望の記載があったが、今回は削除されてい

る。 

施設の統廃合の必要性について記載がないことで、この計画がどの程度の期間

を想定したものなのかを整理しないと混乱を招きかねないと感じた。 

資料 4 目的・目標・基本方針については、再度審議会開催時に議論することとし

たい。 

素案の作成は 2月を予定しているため、再度本市の考えをまとめ、審議会開催

の日程調整をさせていただく。 
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日程第 8 その他（事務連絡等） 

青野資産管理課長： 当初の予定では、2 月頃に計画の素案を示すことで検討をしていたが、今回の

会議での意見を踏まえ、再度審議会を開催することで調整させていただく。 

 

閉会 

廣 田 会 長 ： 

 

これをもって、令和 6年度第 1回 習志野市公共施設等再生推進審議会を閉

会する。 

以上 

  

 


